
協力・連携のあり方検討部会の進め方について
１　設置目的
　　地域における課題が複雑・多様化する中で，これまで公共サービスを担ってきた行政だけではなく，市民，企業・事業者，大学，寺社等の多様な主体が公共を担う時代へシフトしてきている。これからの主体が連携して公共を担い，お互いに支え合う社会を構成するために必要な協力・連携のあり方について検討する。
２　これまでの取組経過

○第１回（２３年７月２８日）

改正ＮＰＯ法（平成２４年４月１日施行）の概要や京都市と市民との協働の事例＊などを聞いて，委員間の考えや思いを共有し，今後の部会の進め方を検討した。
　（事例）

　エコ学区，久我・久我の杜・羽束師地域の総合的なまちづくりビジョン，市民共汗サポーター，地域コミュニティ活性化の推進及び支援に関する条例

○第２回（２３年９月１５日）
　　龍谷大学政策学部教授富野氏を招いて，福祉国家から持続可能な社会の形成のために，協力・連携の背景，世界の潮流，協働のカテゴリー分け，協働の仕組みづくりと展開について話題提供をしていただき，意見交換することで，委員間の協力・連携に対する理解を深めた。
　○自主勉強会（２４年２月１４日）

　　「未来まちづくり１００人委員会」の取組成果や課題について，事務局職員や１００人委員会委員から話題提供をしていただき，意見交換を行った。
３　今後の方向性
公共を担うための市民の意識改革をどう仕掛けるのかやどのように役割分担をするかなどの議論を進める。
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